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比佐 章一・比佐 優子・奥田 英信

企業間ネットワークの中心性と
日本企業の海外進出・撤退

１

要旨

日本国内の需要の低迷とアジアなどの新興国経済の成長を背景に、日本企業の海外進出が増加し

ている。海外進出企業は本国の景気動向や親会社の業績に左右される状況下にあるため、様々なリ

スクが存在する。その結果、海外進出したものの撤退する企業の問題も生じている。これまでこの

ような問題が表面化してこなかったのには、海外進出を行う日本企業が一部の大手に限られていた

ことや、業種も製造業を中心としていたことなどの要因があげられる。また実証面でのデータの制

約などの要因によっても、海外進出企業の資金調達について踏み込んだ議論は限られていた。どの

ような企業が海外に行くのかについては、生産性の違いに着目した多くの分析が存在する。近年は

海外進出を行ったために生産性が高まったのか、そもそも生産性が高い企業が進出を決定している

のかといった点に注目した研究に蓄積がある。

しかし近年、こうした海外進出企業の撤退問題が取り上げられている。この問題について検証を

行った分析は少ない。一方で、日本企業の生産性の問題については、Fujiwara and Aoyama

（２０１１）の一連の研究のようにネットワーク分析という統計物理の手法を用いた新たな視点から研

究が進められている。海外進出に企業間ネットワークの存在の影響については多くの研究で指摘さ

れているが、ネットワークの構造を特定化した分析は皆無といえる。

本論では企業の取引ネットワークの構造を特定化し、その上で海外進出と撤退について、こうし

たネットワーク構造の違いが、影響を及ぼしているのか検証を行った。結果として、一般に、海外

進出をしている企業は、企業規模が大きくて、労働生産性も高く、また企業間ネットワークが広い

企業であることがわかった。また平成２４－２５年にかけて、海外進出を実施した企業では、企業間取

引ネットワークの中心性がつよい傾向にあることがわかった。一方で、海外からの撤退をした企業

とそうでない企業、および海外企業を継続した企業とそうでない企業との間における、本社企業の

企業間取引ネットワークとの関係をみると、この時期海外を継続する企業は、そうでない企業に比

べて、平均的な企業間取引ネットワークが大きい傾向にあるが、回帰分析ではその有意性が確認で

きなかった。

１ 日本学術振興会学術研究助成基金助成金基盤研究 C（課題番号：２６３８０４００、研究代表者：比佐優子）の
研究助成を頂いた。記して深く感謝の意を表したい。
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１．はじめに

日本国内の需要の低迷とアジアなどの新興国経済の成長を背景に、日本企業の海外進出が増加して

いる。近年は、海外市場での製品の開発・製造・販売を進出先で一貫して行う製造業や、円高やアジ

アを中心とした新興国の経済成長に伴い、現地市場向けの生産およびサービス産業の進出の拡大によ

って、中小企業でも海外進出が広がった。

しかし、海外進出企業は本国の景気動向や親会社の業績に左右される状況下にあるため、様々なリ

スクが存在する。その結果、海外進出から撤退する企業の問題も生じている。これまでこのような問

題が表面化してこなかったのには、海外進出を行う日本企業が一部の大手に限られていたことや、業

種も製造業を中心としていたことなどの要因があげられる。また実証面でのデータの制約などの要因

によっても、海外進出について踏み込んだ議論は限られていた。

どのような企業が海外に進出するのかについては、生産性の違いに着目した多くの分析が存在す

る。従来の貿易論では、海外進出を行う企業とそうでない企業に企業属性の同一性を仮定してきた

が、Helpman, Meritz and Yaeple（２００４）は、海外進出を行う企業の方が、国内市場にとどまってい

る企業よりも生産性が高いことを、理論的に示した。そのため近年は海外進出を行ったために生産性

が高まったのか、そもそも生産性が高い企業が進出を決定しているのかといった点に注目した研究が

中心となっていく。これに対し、日本の実証研究では、Todo（２００９）は、生産性の高い企業が海外

進出をする確率は統計的に有意であるが、その効果はそれほど大きくないことを明らかにしている。

一方で、日本企業の生産性の問題については、Fujiwara and Aoyama（２０１１）らの一連の研究のよ

うにネットワーク分析という統計物理の手法を用いた新たな視点から研究が進められている。海外進

出に企業間ネットワークの存在の影響については多くの研究で指摘されているものの、ネットワーク

の構造を特定化した分析はまだ少ない。Ito and Nakajima（２０１４）では、日本の製造業に関する海外

進出とネットワーク構造に関する分析を行い、ネットワークの中心性が高い企業ほど、海外進出を行

う確率が高いことを明らかにしている。

しかし近年、こうした海外進出企業の撤退問題が取り上げられている。この問題について検証を行

った分析は非常に少ない。本論文では、海外進出の進出だけでなく、撤退の決定要因についても分析

を行った。そして企業の取引ネットワークの構造を特定化し、その上でこうしたネットワーク構造の

違いが、海外進出と撤退に影響を及ぼしているのか否か検証を行う。

２．データと企業間取引ネットワークについて

本論では、以下３つのデータセットをもとに、海外進出企業の資金調達の現状とその問題点に焦点

をあて、まずその特徴について整理する。まずデータは経済産業省の「海外企業事業所統計」と「企

業活動基本調査」のデータを組み合わせることによって、海外と国内企業との関係を特定する。その

上で、「企業活動基本調査」の調査対象企業について、ネットワーク構造の指数の作成を試みた。こ

の指標については取引先のデータが必要となる。そのため帝国データバンクの２０１４年の調査をもとに

ネットワーク指数を作成した。そして、分析では、平成２４年企業活動基本調査と平成２４年および平成

２５年海外事業活動基本調査のデータ、および帝国データバンクのデータを用いて、日本企業の海外進

出と国内の取引ネットワークとの関係について分析を行った。本社２６１５９社（うち製造業１１７６４社、非

製造業１４３９５社）が分析対象となっている。
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結合点１
結合点２

結合点１

結合点１

回帰分析から除外

回帰分析対象企業　25383 社

帝国データバンクの取引関係データによると、８６８０５社の企業が平成２４年企業活動基本調査の企業

と取引関係があることがわかる。そのうち、なんらかの形で、お互いに取引関係でつながっている企

業等が、８６５６９社となっている。今回、これらの取引企業間のうち、平成２４年企業活動基本調査の調

査対象となっている企業は２６１５９社となるが、この中から、このネットワークから外れた企業は、分

析対象から取り除き、２５３８３社が分析対象となる（図１）。

ネットワーク関係においては、各主体が中心的役割を果たしているかどうかという点、すなわち各

頂点の中心性を測ることが重要になってくる。そのためネットワーク理論においては、いろいろなネ

ットワークに関する指数が存在し、大まかに局所的なものと大局的なものがある。局所的なものとし

ては、次数、次数相関、クラスター係数、モチーフなどがある。これらの変数は、頂点の付近の情報

だけで計算できるものである。これに対し、平均距離、近接中心性、媒介中心性、固有値中心性など

は、ネットワーク全体の情報を使って計算するものである（詳しくは増田・今野（２０１０）を参照）。

「次数」とは、各頂点から出る枝の数であり、今回の企業データの場合は、取引企業数がこれにあ

たる。しかしこれだけでは中心性を図るのは不十分であるといえる。というのは、仮に枝の数が大き

くても、それがネットワークの端の方に存在しているならば、その企業は、ネットワーク全体におい

て中心的役割を果たしているとはいえないからである。そこで「近接中心性」（Closeness）や「媒介

中心性」（Betweenness）という指標が用いられる。「近接中心性」は、頂点から他の頂点すべての間

の平均的な距離によって定義され、平均的な距離が近いほど、値が大きくなるような指標となってい

る。一方、「媒介中心性」は、頂点が全体のネットワーク上の流れの橋渡しや、制御する度合いであ

り、大きいほど中心性が大きくなる２。図２はこれらの変数のイメージを表したものである。

表１は産業別に見た、「次数」「近接中心性」「媒介中心性」の平均をみたものである。これをみる

とわかるように、中心性が大きい産業は主に、石油・鉱物卸売業、石油精製業や繊維品卸売業、非鉄

図１ データの特徴と結合点のイメージ

出典：著者作成
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近接中心性
中心媒体性
が大きい

近接中心性
中心媒体性
は小さい

近接中心性
中心媒体性
は小さい

次数の大きさがネットワーク
内の中心性を表しているとは
限らない！

次数３ 次数３

次数１次数５

金属卸売業など、主に卸売産業が中心となっている。また製造業では、タイヤ・チューブ製造業、民

生用電気機械器具製造業やボイラ・電動機製造業などとなっている。

また各頂点には、各ネットワークをつないでいて、もしその頂点がなくなるとネットワークが分断

するか、ネットワーク内のコンポーネントが分断されるものがある。これは各ネットワーク間をつな

２ これについては、増田、今野（２０１０）を参照。

次数平均
上位 ５業種

平均

１ 石油・鉱物卸売業 ３０．４５９６

２ 非鉄金属卸売業 ３０．３６９８６

３ タイヤ・チューブ製造業 ３０

４ 石油精製業 ２８．６

５ 鉄鋼製品卸売業 ２８．５２３４４

近接中心性平均
上位５ 業種

平均

１ 石油精製業 ０．２２０３７６

２ 繊維品卸売業 ０．２２０１３４

３ 熱供給業 ０．２１９９１４

４ 写真業 ０．２１７３８３

５ 電気業 ０．２１６３２１

媒介中心性平均
平均上位 ５業種

平均

１ 石油・鉱物卸売業 ０．０００６０７５１６

２ 非鉄金属卸売業 ０．０００４４８３３４

３ 石油精製業 ０．０００３４３９１６

４ 民生用電気機械器具製造業 ０．０００３４０８４６

５ ボイラ・原動機製造業 ０．０００２９５１７５

次数平均
下位 ５業種

平均

１ 教育 ０．１２６９８４

２ その他の娯楽業 ０．１３８８８９

３ 警備業 ０．１８１８１８

４ その他の飲食店 ０．３

５ レンタル業（７０４自動車） ０．６６６６６７

近接中心性平均
下位 ５業種

平均

１ 教育 ０．００２５３８

２ その他の娯楽業 ０．００２６７５

３ 警備業 ０．０１０３９５

４ その他の飲食店 ０．０１１３２５

５ レンタル業 ０．０１６６６

媒介中心性平均
平均下位 ５業種

平均

１ 教育 ３．９３１４１E―０７

２ 警備業 ４．３２４８６E―０７

３ その他の娯楽業 ８．５６０７２E―０７

４ その他の飲食店 ９．０７９９４E―０７

１ レンタル業 ２．００６８E―０６

図２ ネットワーク中心性の例

出典：著者作成

表１ 産業別上位・下位中心性のランキング

出典：帝国データバンク『企業間取引惜報』（２０１２年データ）

経済産業省『企業活動基本調査』（２０１２年データ）
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ぐ重要な役割を果たしているといえる。これは「結合点」（もしくは「切断点」）と呼ばれる３。今回、

こうした頂点を統計的手法で特定化し、ダミー変数にした。しかし今回のデータでは、企業活動基本

調査に属する企業が中心にとらえていることから、ネットワーク関係も、それらの企業の多く、１８５１９

社が「結合点」として特定化された（以下、「結合点１」）。そのため、「結合点」として特定化された

企業の中の関係から、結びつきのある企業同士間で、あらたに「結合点」を特定化した１２５６社に対す

るダミー変数も作成した（以下、「結合点２」）。図１は、結合点のイメージを表している。

そして結合点１と結合点２の企業の特徴を比較すると、結合点１の企業は、そうでない企業との間

での違いはさほどみられないが、結合点２の企業では、企業規模、付加価値、労働生産性が大きくな

ることがわかる。

本論文でネットワークから外れた企業を分析から取り除いた理由は、こうした大局的な変数をもと

に分析を行うからである。ネットワークから外れた企業と、そうでない企業の「中心媒体性」「媒介

中心性」および「結合点」の変数を比較することには、それぞれ独立のネットワーク構造を比較する

ことは意味がないばかりでなく、間違った結論を導く可能性があるからである。

３．企業間ネットワークからみた海外進出

まず本社の企業規模と生産性および生産ネットワークとの関係をみてみる（表２）。まず２０１３年時

点において、製造業のうち、海外進出している企業は、２０９０社、他方、海外進出していない企業は９６７４

社となっている。また非製造業のうち、海外進出している企業は、１１１８社、他方していない企業は１３２７７

社となっている４。これをみると、製造業の方が、非製造業よりも海外進出している企業の割合が高

いといえる。

そしてこれらの企業の特徴をみてみると、海外進出実施の企業の国内での売上額が、製造業で平均

７５０３２百万円であるのに対し、未実施企業は平均で１１０２１百万円であること、また非製造業でも進出実

施企業で平均１１６５７１百万円であるのに対し、未実施企業は平均で１６７７８百万円であり、海外進出実施

企業の方が、そうでない企業よりも平均的に売上の規模が大きいことがわかる。

また労働者生産性（付加価値を常時従業員数で除したもの）も、海外進出実施の企業では、製造業

で９．６６百万円、非製造業で１０．９５百万円であるのに対し、未実施企業では、製造業で７．７８百万円、非

製造業で７．６８百万円となっており、一般に、海外進出している企業は、労働生産性も高い傾向にな

る。

またネットワーク関係に関する変数についてみてみても、次数、近接中心性、媒介中心性はすべ

て、海外進出実施企業は、そうでない企業よりも変数の値が大きい傾向にあり、海外進出している企

業は、日本国内で比較的中心的役割を果たしている傾向にある。

３ 「結合点」はネットワーク分析で一般に用いられている、Pajekを基に計算を行った。なお計算の際、Bicom-
ponentの最小単位を２とした。詳しくは、ディノーイ他（２００９）を参照。

４ ここでは実態をみるために海外進出の生産ネットワークデータが入手できない企業データも含めたもの

を示した。なお一部産業は除外してある。
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売上（百万円） 平均値 不偏標準偏差 中央値 最大値 最小値

製造業
進出せず １０２１１．５６ ５７９３８．４３ ３１２６．５ ２６８０１９７ ３３

進出 ７５０３２．４５ ３１７９３９．７１ １１４１６．５ ８２４１１７６ ５２４

非製造業
進出せず １６６７８．９２ ６０４８９．０９ ４９１７ ２０１７３１３ １４４

進出 １１６５７１．６ ５５９４７４．０５ １７８９６．５ １０１３５６１５ ２４１

労働生産性（百万） 平均値 不偏標準偏差 中央値 最大値 最小値

製造業
進出せず ７．７８１２５ ６．２４０８１４ ６．７１６６５８ ２５３．３３４６１５ －２１．０３４４８３

進出 ９．６６４３６９ ５．５１８１９３ ８．７２３３５３ ５６．２２３８８１ －５０．４３９３２６

非製造業
進出せず ７．６７８６６８ ７．２５３５０２ ６．４１８１８２ ２６２．４５２５１４ －８４．９５７１４３

進出 １０．９４６９０２ ８．３８００６８ ９．１１１６０２ １１７．４３５１８５ －１８．４５

次数 平均値 不偏標準偏差 中央値 最大値 最小値

製造業
進出せず １０．９９０８ ７．６４９８６５ １０ ２４５ １

進出 ２６．６５６９４ ５４．７７１４７ １３ ９５３ ２

非製造業
進出せず １０．９２７３９ １０．８４４３１ １０ ３５３ １

進出 ３０．３８０１４ ６４．５３６８６ １４ ７６９ １

近接中心性 平均値 不偏標準偏差 中央値 最大値 最小値

製造業
進出せず ０．２１４５７００４１ ０．０１３７５１１７６ ０．２１５５２６９８５ ０．２５８０４２８８１ ０．１２６４２６４５８

進出 ０．２２３４５５０２８ ０．０１４１２１０７３ ０．２２３３６７５５７ ０．２８３５８６３９２ ０．１７１６９４０５３

非製造業
進出せず ０．２１６０９６４０８ ０．０１４５４８７９ ０．２１７８０９４０１ ０．２６０９２６０４６ ０．１２６６３８０３４

進出 ０．２２３７１８５６４ ０．０１５２０１３１１ ０．２２４９５９１３８ ０．２９３１０３５０７ ０．１６４１３５１８５

媒介中心性 平均値 不偏標準偏差 中央値 最大値 最小値

製造業
進出せず ４．４１６１６E―０５ ０．０００１０２６３１ ２．９９７６２E―０５ ０．００５９４５２ ０

進出 ０．０００２３４８０６ ０．００１０７８９１７ ５．１３０１５E―０５ ０．０２５４３８３３ ０

非製造業
進出せず ５．３５８８E―０５ ０．０００２２４４９６ ２．８８６８５E―０５ ０．０１８５６２９８ ０

進出 ０．０００３１５０７ ０．００１７２６１５ ５．８０３５７E―０５ ０．０３０８８８２１ ０

結合点１ 平均値 不偏標準偏差 中央値 最大値 最小値

製造業
進出せず ０．６８９８９０４ ０．４６２５６２２ １ １ ０

進出 ０．７５５５０２４ ０．４２９８９１８ １ １ ０

非製造業
進出せず ０．７１３２６３５ ０．４５２２５４４ １ １ ０

進出 ０．７１１９８５７ ０．４５３０４０５ １ １ ０

結合点２ 平均値 不偏標準偏差 中央値 最大値 最小値

製造業
進出せず ０．０４２４８５０１ ０．２０１７０３３５ ０ １ ０

進出 ０．０５３１１００５ ０．２２４３０６５９ ０ １ ０

非製造業
進出せず ０．０４９７１００２ ０．２１７３５３３９ ０ １ ０

進出 ０．０６６１８９６２ ０．２４８７２４５３ ０ １ ０

表２ 国内企業の基本統計量
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また表３の変数間の相関関係をみてみると、次数が大きい、あるいは媒介中心性が大きい企業ほ

ど、売上額が大きい傾向にあることがわかる。これは売上が大きい企業が、取引の中心的役割を果た

していることを意味しているといえる。

４．企業の海外進出に関する分析

それでは国内企業のうち、海外進出する企業にはどのような特徴があるのか、また国内の取引ネッ

トワークがなんらかの役割を果たしているのであろうか。２０１３年時点で海外進出企業をしている企業

に１、そうでない企業に０というダミー変数を振り、それを被説明変数として、プロビット回帰分析

を行ったものが、以下の表４である。

この結果によると、製造業企業においては、非製造業企業よりも海外進出する確率が高いことわか

る。また企業規模が大きい企業ほど、また労働生産性が高い企業ほど、海外進出する傾向にあること

がわかる。さらに、中心性の高い企業ほど、海外進出する傾向にあることが判明した。この結果は、

企業規模や産業の特徴をある程度考慮したとしても、取引ネットワークを持ち、それが取引のある程

度中心的役割を果たしている企業が、積極的に海外進出できていることがわかる。この理由として

売上（百万円）
労働生産性
（百万）

次数 近接中心性 媒介中心性 結合点１ 結合点２

売上（百万円） １．０００

労働生産性（百万） ０．１４９ １．０００

次数 ０．７２１ ０．１３１ １．０００

近接中心性 ０．２０９ ０．１１５ ０．３１８ １．０００

媒介中心性 ０．７０８ ０．０７２ ０．８３２ ０．２１７ １．０００

結合点１ －０．０１０ －０．０３９ ０．００４ －０．１６０ ０．００４ １．０００

結合点２ ０．０２５ ０．０１６ ０．０３２ ０．００１ ０．０２０ ０．１４４ １．０００

定数項
－１．８６

［０．０２３２２］

*** －５．７７

［０．１８９］

*** －１．６４６

［０．０２０３４］

*** －１．６９８

［０．０２６７５］

*** －１．６１

［０．０２０１６］

***

製造業ダミー
０．５１１

［０．０２１４］

*** ０．５３８

［０．０２１３４］

*** ０．５１９８

［０．０２１０７］

*** ０．５１７５

［０．０２０９３］

*** ０．５１７５

［０．０２０９３］

***

売上（親会社）
４．２９９E―０８

［０．００００００１４９７］

０．０００００１４６１

［０．００００００１４２８］

*** ０．０００００１３４

［０．００００００１７３７］

*** ０．０００００２１５４

［０．００００００１４６２］

*** ０．０００００２１３

［０．００００００１４５６］

***

労働生産性
（親会社）

０．０１３３２

［０．００１４５５］

*** ０．０１１８６

［０．００１４４５］

*** ０．０１３２

［０．００１４６５］

*** ０．０１３１８

［０．００１４７３］

*** ０．０１２９７

［０．００１４６７］

***

中心性
０．０２１６８

［０．００１０１８］

*** １９．１１

［０．８５６６］

*** ７５２．２

［６９．８１］

*** ０．１２６９

［０．０２３２７］

*** ０．１０４１

［０．０４６６３］

**

中心性変数 次数 近接中心性 媒介中心性 結合点１ 結合点２

表３ 相関係数

表４ プロビット・モデルによる回帰分析

被説明変数：海外進出企業＝１、そうでない企業＝０ ２０１３年時点

＊＊＊、＊＊、＊は１０％、５％、１％の有意水準
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は、企業の取引関係を通じて、企業が何らかの情報を獲得する環境に恵まれているからかもしれな

い。

では海外進出している企業の子会社のパフォーマンスはどのように決まっているのであろうか。以

下では、子会社の売上の決定要因を、最小二乗法によって分析を行っている。これをみると、製造業

の方が、非製造業よりも子会社の売上規模が大きいこと、また親会社の規模が大きいほど、子会社の

売上規模が大きいことがわかる。しかしその一方で、労働生産性の方が、負の関係にあることがわか

る。また中心性の指標についても、次数や近接中心性については、正で有意となっているが、それ以

外の変数については明確な効果がみられない（表５）。また子会社の労働生産性についてみてみると、

親会社の売上規模が大きいほど、子会社の労働生産性が高いこと、親会社の労働生産性が高いほど、

子会社の労働生産性が高い傾向にあることがわかった。また企業間の取引ネットワークはあまり有意

に効いていないことがわかった（表６）。

以上の結果から、企業の取引ネットワーク関係は、海外進出を決定する要因としては重要であるか

もしれないが、子会社のパフォーマンスにはあまり影響がないという結果がみられた。

定数項
－３２２５

［１９１０］

*** －３６３７０

［１０３１０］

*** －６１８．６

［１９２４］

－３５４８

［２２９３］

－２２２６

［１９０３］

***

製造業ダミー
１３０４０

［１５７３］

*** １２８２０

［１５７７］

*** １２５６０

［１５７７］

*** １３０７０

［１５８８］

*** １３１７０

［１５７７］

***

売上（親会社）
０．００９４１２

［０．０００７４０７］

*** ０．００９７２３

［０．０００６０７４］

*** ０．０１４２８

［０．０００７９５３］

*** ０．０１１０８

［０．０００４４２７］

*** ０．０１１１８

［０．０００４４２８］

***

労働生産性
（親会社）

－１８１．６

［９６．２６］

* －２４５．１

［９７．５６］

** －２７４．８

［９７．７７］

*** －１８３．４

［９６．５９］

* －１８７．３

［９６．３５］

*

中心性
１６．７１

［５．８０１］

*** １５１７００

［４５２７０］

*** －９８０１００

［２０６３００］

*** １５６２

［１７６７］

－１７３４

［２３２８］

中心性変数 次数 近接中心性 媒介中心性 結合点１ 結合点２

定数項
－４２．２２

［１７．７４］

** －４７．０４

［９４．１７］

－４５．４

［１７．８７］

** －４３．１３

［２１．０１］

** －４６．９４

［１７．７２］

***

製造業ダミー
１５

［１４．４２］

１３．２７

［１４．４６］

１２．５２

［１４．４６］

１４．０４

［１４．５６］

１３．０３

［１４．４６］

売上（親会社）
０．００００５８２５

［０．０００００６９８４］

*** ０．００００４５３１

［０．０００００５６８１］

*** ０．００００４９３５

［０．０００００７５７２］

*** ０．００００４５４８

［０．０００００４１７５］

*** ０．００００４５４１

［０．０００００４１８１］

***

労働生産性
（親会社）

４．０４１

［０．９５３３］

*** ４．０３２

［０．９７］

*** ３．９４１

［０．９６３９］

*** ４．０１６

［０．９５４４］

*** ４．０４３

［０．９５５２］

***

中心性
－０．１２３７

［０．０５３７１］

** －１．３６８

［４１４．９］

－１２５９

［１９６８］

－５．９２４

［１６．１］

－４．３０９

［２１．３５］

中心性変数 次数 近接中心性 媒介中心性 結合点１ 結合点２

表５ OLSによる子会社の売上分析

被説明変数：売上（子会社）２０１３年

＊＊＊、＊＊、＊は１０％、５％、１％の有意水準

表６ OLSによる子会社の労働性分析

被説明変数：労働生産性（子会社）２０１３年

＊＊＊、＊＊、＊は１０％、５％、１％の有意水準
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５．企業の海外からの撤退に関する分析

企業の海外での事業展開をする上で、その事業が必ずしも順調にいくとは限らない。場合によって

は、進出先からの撤退を余儀なくされる可能性もある。では進出先からの撤回はどのような要因によ

って決まるのであろうか。

表７、８はプロビット分析による、企業の撤退の決定要因に関する分析である。これをみると、子

会社の売上規模が小さいほど、進出企業の撤退が起こりやすいことがわかる。また親会社の取引ネッ

トワークについてみてみると、次数や近接中心性、結合点２については、負で有意となっており、企

業の撤退が起こりにくいという結果が得られている一方で、媒介中心性や結合点１ではむしろ撤退が

起こりやすいという結果になっている（表７）。

また労働生産性との関係で分析したものが、表８である。これをみると、親会社の労働生産性が高

いほど、子会社の撤退が起こりにくいという結果になっている。また企業間のネットワーク関係をみ

ていると、次数や近接中心性では負で有意となっている一方で、結合点では正で有意となっているな

定数項
－１．６６９

［０．０３７６６］

*** ０．２２７２

［０．２７］

－１．７０６

［０．０３７３６］

*** －１．７９６

［０．０５２３６］

*** －１．６８２

［０．０３７６５］

***

製造業ダミー
－０．０６６７６

［０．０４３０９］

－０．０６２１５

［０．０４３１８］

－０．０６１０９

［０．０４３０５］

－０．０８６４６

［０．０４３３９］

** －０．０７４４５

［０．０４３０１］

*

売上（子会社）
－０．０００００１６１

［０．００００００７７６１］

** －０．０００００１３６１

［０．００００００７２３６］

－０．０００００１７７７

［０．００００００８０８８］

** －０．０００００１８１２

［０．００００００８０２］

** －０．０００００１７６９

［０．００００００７９８２］

**

売上（親会社）
７．２５５E―０８

［０．０００００００１８０７］

*** ９．２４７E―０８
［０．０００００００１４７７］

*** －１．８２１E―０８
［０．０００００００２１９］

１．７５３E―０８
［０．０００００００１１８６］

２．３６１E―０８
［０．０００００００１１８３］

**

中心性
－０．０００５６３３

［０．０００１６３］

*** －８．４３５

［１．１８１］

*** １１．９６

［５．３１２］

** ０．１４１５

［０．０５１７２］

*** －０．１３０３

［０．０６８６４］

*

中心性変数 次数 近接中心性 媒介中心性 結合点１ 結合点２

定数項
－１．５３４

［０．０５５０３］

*** －０．４６１８

［０．２３０５］

** －１．５８２

［０．０５６３１］

*** －１．６４７

［０．０６７７６］

*** －１．５６４

［０．０５４４７］

***

製造業ダミー
－０．１３７８

［０．０４３７６］

*** －０．１４３７

［０．０４３４９］

*** －０．１０８１

［０．０４４６３］

** －０．１２６３

［０．０４３６７］

*** －０．１１９５

［０．０４３５４］

***

労働生産性
（子会社）

０．００００１１２７

［０．００００２４４１］

０．００００１５６

［０．００００２３２１］

０．０００００４６９

［０．００００２６９］

０．０００００５７１８

［０．００００２７０４］

０．０００００６４８５

［０．００００２６０４］

労働生産性
（親会社）

－０．００９３５８

［０．００３３２２］

*** －０．００６８０４

［０．００３３４７］

** －０．０１００９

［０．００３３３６］

*** －０．００９９８８

［０．００３３３１］

*** －０．００９８９

［０．００３３４］

***

中心性
－０．０００２６４１

［０．０００１０９７］

** －４．８１

［０．９９３］

*** ２．１３５

［３．２２２］

０．１０１４

［０．０５２７６］

* －０．０６４９２

［０．０６９５５］

中心性変数 次数 近接中心性 媒介中心性 結合点１ 結合点２

表７ プロビット・モデルによる回帰分析

被説明変数：海外進出子会社の撤退＝１、そうでない企業＝０ ２０１３年時点

＊＊＊、＊＊、＊は１０％、５％、１％の有意水準

表８ プロビット・モデルによる回帰分析

被説明変数：海外進出子会社の撤退＝１、そうでない企業＝０ ２０１３年時点

＊＊＊、＊＊、＊は１０％、５％、１％の有意水準
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ど、明確な結果がみられない。

これは子会社の撤退という現象が、情報を十分に持たずに進出して失敗したために起こるケースも

あれば、進出先の国に対して十分な情報を持っていたために、損失が起きくなる前に事前に撤退でき

たというケースもありうる。実際に、子会社の撤退という現象に対して、企業間の取引ネットワーク

が、企業意思決定に重要な情報を提供するというのであれば、撤退を行った事情等も考慮したうえで

分析を行う必要があるといえよう。

６．結果

本稿は、企業の取引ネットワークの構造を特定化し、その違いが、海外進出と撤退についていかな

る影響を及ぼしているのかについて分析を行った。その結果は、一般に、海外進出をしている企業

は、企業の売上規模が大きくて、労働生産性も高く、また企業間ネットワークが広い企業であること

がわかる。これは企業の取引ネットワークを見た場合に、次数、近接中心性、媒介中心性について、

海外進出実施企業は、そうでない企業よりも変数の値が大きい傾向にあり、海外進出している企業

は、日本国内で比較的中心的役割を果たしている傾向にある。

この傾向は、プロビット分析でも明らかになった。すなわち、製造業企業においては、非製造業企

業よりも海外進出する確率が高いこと、また親企業の売上規模が大きい企業ほど、また親会社の労働

生産性が高い企業ほど、海外進出をしている傾向にあることがわかる。

さらに、こうした産業の属性や、企業規模を考慮しても、中心性の高い企業ほど、海外進出する傾

向にあることが判明した。この結果は、企業規模や産業の特徴をある程度考慮したとしても、取引ネ

ットワークを持ち、それが取引のある程度中心的役割を果たしている企業が、積極的に海外進出でき

ていることがわかる。この理由としては、企業の取引関係を通じて、企業が何らかの情報を獲得する

環境に恵まれていることがあるのかもしれない。

また子会社のパフォーマンスについては、製造業の方が、非製造業よりも子会社の売上規模が大き

いこと、また親会社の規模が大きいほど、子会社の売上規模が大きいことがわかった。しかしその一

方で、企業間ネットワークについては、次数や近接中心性については、正で有意となっているが、そ

れ以外の変数については明確な効果がみられなかった。

さらに子会社の労働生産性についてみてみると、親会社の売上規模が大きいほど、子会社の労働生

産性が高いこと、親会社の労働生産性が高いほど、子会社の労働生産性が高い傾向にあることがわか

った。

さらに海外進出の撤退についても分析を行うと、子会社の売上規模が小さいほど、進出企業の撤退

が起こりやすいこと、親会社の労働生産性が高いほど、子会社の撤退が起こりにくいという結果にな

っている。また親会社の取引ネットワークについてみてみると、次数や近接中心性、結合点２につい

ては、負で有意となっており、企業の撤退が起こりにくいという結果が得られている一方で、媒介中

心性や結合点１ではむしろ撤退が起こりやすいという結果になっているなど、その効果については、

更なる検証が必要であるといえる。
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